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経済地理学会総会および第４7回大会

◆日程:2000年６月３日(土)～５日(月）

６月３日(土)1230～15:３０ラウンドテーブル

１５:45～17:451997～99年度幹事会

１８:００～19:001997～99年度評議会

６月4日（日）９:００～12:３０／14:40～17:４０シンポジウム

１２:40～13202000～2001年度評議員予定者の会

１３:30～14:３０総会

１８:00～2000懇親会

６月５日（月）９:００～17:００巡検

◆会場:駒澤大学世田谷区駒沢1-23-1受付および大会シンポジウムは１号館､その他の会場

|土当日掲示いたします。

◆ラウンドテーブル:６月３日(土)12:30～15:３０

①情報化のパラドックス？一一合衆国マルチメデイア産業の大都市集積

オーガナイザー:長尾謙吉(大阪市立大学経済研究所）

話題提供者：

富沢木実(社会基盤研究所):デジタルビジネスの勃興と大都市志向

湯川抗(富士通総研経済研究所):コンテンツ産業における近接立地の重要性

原真志(香川大学経済学部):ロサンゼルスにおける映像産業とマルチメデイア

②グローバリゼーシヨンと産業集積の理論

オーガナイザー:松原宏(東京大学教養学部）

話題提供者：

加藤和暢(釧路公立大学経済学部):ポーターの産業ｸﾗスター論と付加価値チェーン

鈴木洋太郎(大阪市立大学商学部):ヴアーノンの多国籍企業論と集積論
富樫幸一(岐阜大学地域科学部):グローバル/ローカル関係の編成内容とその変動

◆シンポジウム

共通論題:｢産業空間および生活空間の再編と交通･通信･情報」

座長:荒井良雄(東京大学教養学部)、富田和暁(大阪市立大学文学部）

趣旨説明:竹内啓一(駒澤大学文学部）

報告者および報告テーマ：

友澤和夫(広島大学文学部)｢生産システムから学習システムへ-1990年代の欧米

における工業地理学」

箸本健二(大阪学院大学企業情報学部)｢情報技術革新にともなう企業活動の空間

的変容」

北島誓子(弘前大学人文学部)｢情報化時代における労働と空間の新たな関係:職

住接近型労働の地理学的課題」

岡本耕平(名古屋大学文学部)｢情報化と都市の生活空間」

コメンテーター(順序は未定):加藤恵正(神戸商科大学商経学部)、仁平尊明(筑波大学ｉ

系・院)、山田晴通(東京経済大学コミュニケーション学部）

曰

学地球科学
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◆懇親会:６月4日(日)18:００～20:００駒澤大学内大学会館

◆巡検

テーマ:首都圏西郊のサイバースペース

集合･解散場所および時間

集合:田園都市線多摩プラザ駅(渋谷より約30分急行･普通ともに停車）午前9時

解散:東京モノレール大井競馬場前駅および京浜急行立会川駅午後5時頃

見学ポイント(※下車予定地)：

①田園都市線沿線の開発②東急CATV※③港北ニュータウンの開発④CRC総研横浜コン

ピュータセンター※⑤KSP(神奈川サイエンス･パーク)※(昼食）⑥二子玉川ショッピングセン

ター⑦ＪＲ貨物大井操車場※

案内:駒澤大学スタッフおよび院生

定員:40名(先着順）

申し込み方法:官製ハガキまたはFaxに下記を明記の上､下の宛先に送付するとともに､参加費用

6,000円(昼食代･見学料をふくむ)を下の郵便振替口座にお振り込み下さい｡入金をもって正式申

し込みとさせていただきます。

･明記事項…氏名､住所､電話番号､所属､｢経済地理学会巡検申し込み｣と明記のこと

･宛先…〒154-8525駒澤大学地理学教室内経済地理学会大会

FaxO3-3418-9126

･口座番号および口座名称…OO190-4-181097経済地理学会大会

◆費用

大会参加費:1,200円(学生･院生700円）

要旨集.:300円

懇親会費:5,000円(学生･院生4.000円）

巡検参加費:6,000円

◆大会実行委員会

大会実行委員長:±,谷敏洽

ハード委員会:土･谷敏治(委員長)、上坂修夫.橋詰直道､櫻井明久､佐藤哲夫(以上､駒澤大

学)、川口太郎(明治大学）

ソフト委員会:竹内啓一(委員長)、須山聡(以上､駒澤大学)、礒部啓三(成躍大学).高橋重雄(青

山学院学大学)、水野勲(お茶の水女子大学)、山田晴通(東京経済大学）

◆問い合わせ先:〒154-8525駒澤大学地理学教室内経済地理学会大会(TelO3-3418-9259）

ハード関係は±，谷(tutitani@komazawa-u・acjp)、ソフト関係は竹内(taktakkm@maJkCom・nejp)、巡検

に関しては須山(mars@komazawa-uacJp)まで。

◆会場までの案内等：

東急新玉川線｢駒澤大学｣下車徒歩約'0分､渋谷より東急バス等々力行｢駒澤大学入口｣下車徒

歩約5分､地図をご参照下さい｡土曜は北門等も開いていますが､日曜は正門しか開いていません。

６月4日(日)には会場にて､昼食用の弁当を一定数販売いたします。
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第47回大会共通論題シンポジウム趣旨説明

産業空間および生活空間の再編と交通．通信．情報

大会実行委員会

ソフト委員長竹内啓一

（駒澤大学）

大量生産･大量消費にもとづく高度経済成長の終焉と、それを支えていたケインズ的介入

政策の危機が言われるようになってすでに久しい。これらの新しい事態と密接に結びついて、

フレキシブルな蓄穣体制の進行、ネオ自由主義の台頭、国際化、情報化が経済地理学の重

要なテーマとなり、本学会の過去における大会シンポジウム、地域大会、例会報告においても

さかんに取り上げられてきた。

２０００年度のシンポジウムは．ここ数年のシンポジウム･地域大会･例会の成果をふまえつつ

も、交通､通信､情報技術の革新と、それらと密接に結びついた交通･通信関連産業の新しい

展開という視点から、産業空間および生活空間の再編成の問題を捉え直そうとするものであ

る｡情報技術の社会経済的なインパクトを、企業活動に注目しながら､産業空間の再編成とい

う切り口から分析することが重要であることは論をまたない。フレキシブルな組織のネットワー

クの形成により、資本主義企業は、集中･集積と分散･均質化という一見相反する空間形態を

とりつつ､再編成の過程にあるからである。しかし精報技術の革新､交通･通信関連産業の新

しい展開は、生活空間なかんずく都市における時間と空間の再定義を必須のものにしてい

る。政策科学としての経済地理学が、このようにして再定義された時間と空間を批判的検討の

対象にしなければならないのは当然であるが､同時に．交通･通信関連産業の新しい展開が、

そのような場所の再定義に、どこまで、そしてどのようにして関連しているかを明確にすること

も必要であろう。

今回のテーマに関わる問題意識は、日本の経済地理学徒によってのみでなく、国際的に共

有されているものである。したがって国際的な研究動向を的確かつ批判的にフォローすること

は必要であるが、われわれの理論構築の深化は、日本の現実、日本というローカルな場で捉

えられたグローバルな営力の実証的な分析をふまえてはじめて可能になる。また１日のシンポ

ジウムで、このような大きなテーマに関する諸問題を、包括的･網羅的に議論することができ

ないのも勿論である。コメンテーターによるコメントは、とくに特定の報告に対するコメントでは

なく、４つの報告全体に対剛する補足的コメントあるいは日本における実証的な研究にもとづく

コメントということでお願いしてある。さらにシンポジウムの討論は、たとえ発言しなくても、フロ

アの出席者全員が創造的に参加できるような熱気あふれるものになることを切望してやまな

い。

今回の大会ではじめて試みられたふたつのラウンドテーブル、そして第ｓ日の巡検は、それ

らの内容が結果的にシンポジウムの共通論題と密接に関連するものとなった｡ラウンドテーブ

ル､巡検をふくめて、今回の大会が､会員各位にとって実り多いものになることを期待する。

－３－
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生産システムから学習システムへ-1990年代の欧米における工業地理学一
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近年の欧米における工業地理学研究は，工業の再集積をテーマとしたものが中心とな

っている。この工業の再集積というテーマの高揚は，１９８０年代後半から盛んになった「フ

レキシビリティ」を概念装置とするアプローチ（ポスト・フォード主義的研究）の中で，

その地理的発現形態として集積に関心が集まったことに関係している。その文脈におい

ては，単純には，市場の不安定性や不確実性などに対応するために，専門的な生産に特

化する小規模企業間のネットワークが産業景観において支配的となり，相互の取引コス

トを減じるために集積形態が生まれると説明された。しかし，この説明には理論的な問

題と併せて，実証面においても適切な事例に乏しく，また反証もがあることが報告され，

フレキシブルな生産システムやフレキシブルな専門化のみを分析軸として集積を論じる

には無理が多いことが徐々に明らかになってきた。

１９９０年代半ば以降になっても集積への関心は高く多くの研究が蓄積されているが，集

積の形成や成長の説明には様々な立場があり混沌とした状態となっている')｡ここでは，

リンケージやネットワークといった企業間取引におけるコストの観点から近接すること

（すなわち集積すること）の優位性を論じるものばかりでなく，イノベーションや学習

の意義，歴史性，風土など通常の取引にのらない地域に固着する要素を重視したアプロ

ーチがなされている点が特徴である。また，これらの研究は，近年科学全般で盛んにな

っている「複雑系（complexsystems)」２〕の視点を多少なりとも背景に持っていることも

特徴であろう。

本発表は，１９９０年代の工業地理学の特徴を，①産業集積を最大の関心事とすること，

②それを把握する分析軸が「フレキシビリティ」のような生産システムから，知識やイ

ノベーションの役割を重視したいわば学習システムの視点を持ったものに変化している

こと，と捉え，それらの研究動向を展望することを目的とする。

､1

，Ｉ

｡

２「フレキシビリティ」と産業集積形成

１）「フレキシビリティ」とは何か

この標題については友澤（1995）で既に検討したので，以下にはその要点をまとめる

にとどめる。「フレキシビリティ」とは，端的には，市場の不確実性や不安定性の増大に

対応するための生産と経営方式のあり方の１つを表している。現代の資本主義市場は予

測困難で製品サイクルも短く，それに対応するために生産工程，労働組織，企業間関係

などにおいて従来とは異なった新しい方法が導入されていると観察され，その方向性が

「フレキシビリティ」という言葉で一括されている。具体的には，生産工程にフレキシ

ブルな機械を用いたＦＭＳの導入，生産品目のフレキシブルな専門化，労働市場のフレ

キシブル化，フレキシブルな企業間関係（ネットワーク）などの要素があり，要素間の

相互の関連性も認められる。

４－
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２）フレキシブル生産の地理的形態

フレキシブルな生産の地理的発現形態とその形成過程の説明に論理的道筋をつけたの

は，ＵＣＬＡのスコットである。ここでは，Scott（1988）の「新産業空間論」に準拠し

てその概要を把握しておく。

スコットは，商品生産における分業関係に注目し，複数の産業組織に労働過程が分割

されることを分離（disintegration)，逆に労働過程が１つの産業組織内で完結している場

合を統合（integmtion）と定義した。そのうち垂直的分離は，①市場が不安定，不確実な

状態にある場合，②相互に関連する生産工程の最適スケールの差が大きい場合，③外部

的な取引関係に市場の失敗が存在しない場合,④分断化された労働市場が存在する場合，

および⑤地理的な集積が存在する場合，に生じる傾向があることを示した。そして，こ

れに市場の拡大が伴えば，さらなる社会的分業の深化が生じ，外部的な取引関係によっ

て相互に依存した生産者の大規模な集合体である産業コンプレックスが形成されるとし

た。

この産業コンプレックスの立地上の発現形態については，追加的な説明を要する。社

会的分業の深化は，外部との取引（リンケージ）の拡大を必然的に伴うが，すべての産

業リンケージは，その長さの正の関数として表されるコストを負っている，と前提する。

このコストは，さらに以下の５つの特徴を持つ。①単位リンケージ当たりのコストは，

フローの大きさに逆相関する。②リンケージフローの物的多様性（形状，重量，パッケ

ージの容易性，腐敗性など）は，このコストを上昇させる。③リンケージが空間的・時

間的に不安定な場合，パートナーを頻繁に再調整せねばならず，結果としてコストは上

昇するｑ④リンケージが対面接触を要する場合，時間コストや旅費を必要とする。⑤物

的リンケージ長の増加は，資本の回転速度を減じるのでコストの増加につながる。した

がって，密接な相互作用を持つ生産者集団のリンケージコストは，上述した意味におい

て高くなるため，産業コンプレックスは自身の地理的重心に凝縮する。こうすることに

より，リンケージコストは激減するからであり，その空間的な結果として集積が出現す

るのである。

このように垂直的分離のダイナミズムに取引コストを介在させて空間集積を導いた点

に，Scottの集積論のオリジナリティがあるが，その完全な理解のためには，彼の現代資

本主義についての認識を知る必要がある。なぜ生産工程の垂直的分離が発生するのか，

その今日的理由を彼は資本主義がフォード主義からポスト・フォード主義的なフレキシ

ブルな専門化の段階に移行しつつあることに求めている。この考えに基づくと，消費者

ニーズの多様化・分断化により，市場の不安定性・不確実性が進行し，製品サイクルは

短縮化の一途を辿る。このような市場の変化に対して，従来型の大量生産ライン生産に

依拠した生産方式では対応不能となり，それに代わって，生産は専門的な部分工程に専

従する中小企業のネットワーク的結合に担われることになる。このようにフレキシブル

な専門化の進展によって産業集積が進んでいる地域をスコットは新産業空間と捉えた。

3）「フレキシビリティ」による説明の限界

５
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上述のスコットによる理論には様々な批判が提示されているが，その中で集積形成に

直接関するものに限定して取り上げる。

①フレキシブルな専門化による垂直的分離という外部化の過程を地域的集積に結び付

けるロジックについての批判がある。スコットは，取引コストを削減する方法として，

集積という空間形態が生ずると説明する。しかし，一般的に立地はそのようなリンケー

ジコストの観点のみで単純に決定されるものではなく，生産における総費用の削減とい

う観点や，その他の様々な要因が介在するものである。外部経済と集積経済は必ずしも

イコールでなく，フレキシブルな専門化の空間的発現形態は集積だけではない。また，

集積はフレキシビリティのメカニズムのみで形成されるものではない。

②新産業空間は，理論上は，企業間の密なネットワークを存立基盤として形成された

工業地区である。したがって，その実証は，当該地区における企業間の物的あるいは情

報の連関形成を提示することに他ならない。しかし，スコットの論考では当該産業の成

長過程や事業所分布の記述的説明が中心で，この観点からの実証はほとんど得られてい

ない。また，ハイテク産業のリンケージやネットワークは通常は広域化しており，集積

内にとどまらないとする報告もある。
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３学習システムとしての産業集積

１）産業集積論の現状

現在の集積論は，松原（1999）が指摘するように，企業間関係に注目したものと，非

経済的な要因を強調するものに分かれる。先に述べたスコットを始め多くの論者が前者

の系譜に属している。しかし，マーシヤルが『経済学原理』で提起した規模の外部経済

性の概念に立ち返ってみると，クルーグマン（1994）が①局地労働市場の発達，②中間

財の安価な調達，③情報伝播の３つの要素が工業地区の説明に有効であると再評価した

ように，企業間関係のみの視点では捉えきれない側面（①や③，とくに③を知識やイノ

ベーションの伝播と考えると）もある。このような非経済的な要因への積極的な言及が

なされている点が新しい傾向といえよう。

２）現代資本主義における学習の意義

現代資本主義において学習（知識穫得）が重視されるのは，以下の２つの理由に基づ

く。１つは，今日，財やサービスの生産においてＲ＆Ｄや知的投資が増大し，物的資源

をベースとする経済から知識をベースとする経済に移行していることによる。資源ベー

ス経済（たとえば，農業や大量生産型工業）は収穫逓減となるが，知識ベース経済は収

穫逓増を導く。ここでいう収種逓増には，アーサー（1997）のいうような製品連結の効

果（たとえば，ＯＳ市場でデイファクト・スタンダードとなることにより一人勝ちをお

さめること）や，学習の効果（平均費用の減少は，しばしば累積生産数の関数として発

生する）を含み，とくにハイテク部門においては戦略的な考えになっている。また，知

識は使用により減少しないし，行為者に同一また関連する分野の新しい知識を発達させ

ることになり，競争優位性を付与する。

いま１つは，グローパリゼーションと関係する。通信や交通の発達，関税障壁の除去



『
などを背景とするグローバル化の進行に伴って，ウェーバー的な局地因子の意義は低下

し，ローカル・サプライヤーの立地上の優位性は徐々に損なわれている。このようなグ

ローバル空間経済において，わずかに局地的に残されるのは，場所固着的（sticky）な知

識一直接の交換に頼らざるをえない暗黙の知識（tacitknowledge）やフェイス・トゥ・フ

ェイスで獲得される最新の知識など－であり，それを学習する過程も場所固定的になる

からである。こういった考えは，企業がその内部資源に基づいて排他的にイノベーショ

ンを行うのはまれであるという前提に立っており，企業がその環境（他の企業，制度的

な構造，社会的価値や政治文化）と相互作用することに由来する。

３）産業集積を構成する３つの学習系（システム）

産業集積を系として捉えるならば，以下の３つのレベルがある。第１は，互いに連関

関係にある企業やそれらの取引からなる直接経済活動の系である。第２は，企業ばかり

でなく地域内の大学や研究・技術開発機関を含めた系である。第３には，そうした企業

や組織のみならず，それを取り巻く風土（milieu）を併せて系とする見方もある。これら

をみる際に，自己組織化（selfLorganizing）３)や（歴史的）経路依存性（pathdependence）

など「複雑系」の考え方が持ち込まれつつあるのも新しい傾向である（たとえばGransey，

1998)。

第１の系を扱った研究では，同一産業に属する小規模企業の局地的集積を対象とした

場合が多く，また全体構造や専門化の程度，地域の産業基盤の相互関連の観点から，企

業の学習やイノベーションにおける地域差を説明する（たとえば，Markusen（1996))。

第２の系では，場所や地域が持つ技術・イノベーションシステムに焦点があてられ，企

業間，企業と大学間，企業と研究機関間の協力・提携関係が論じられている（Feldmanand

Flolida，１９９４；MacPherson，１９９７など)。

第３の系を取り扱った研究は多様であるが，地域の社会文化的・制度的な状況をフレ

ームワークに取り込みながら，企業行動と関連させて，地域的に局地化された学習能力

を把握しようとする点に特徴がある。このような制度的側面を強調する研究は，従来国

家のイノベーションシステムを対象として行われてきたが，近年ではリージョナルレベ

ルにも持ち込まれ，「学習地域（leamingregion)」という概念が提起されている（Florida，

1995；Simmieed,1997)。

４）学習過程と労働市場

労働市場は，従来の集積論においては，外部経済を構成する要素として把握されてき

たが，産業集積内での知識の循環経路と捉え直すことも可能である。とくにハイテク産

業における技術者の地域的循環がこれに直接関わっているといえる。シリコンバレーの

技術者や南部カリフォルニアにおけるマルチメディア産業のワーカーは，短周期で職場

から職場へ移動することが知られており（Scott，1998)，これを裏付けるものであろう。
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以上みてきたように，学習と産業集積の形成間に重要な関わりがあることが一定程度

明らかになりつつあるが，現状では理論的な側面が先行しており，事例研究がやや不足
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している状態にある。学習を促す局地的な企業間の協力あるいは競争の状態はいかなる
ものであるのか，また学習そのものの質や経路についても今後の研究課題であろう。

注

１）近年の欧米における集積論や工業地理学の動向については水野（1999)や松原(1999）
が詳しい。

２）近代科学は，自然科学，人文・社会科学を問わず，対象を個別要素に分解し分析す
ることで全体が理解できるという認識に基づいてきたが，このような要素還元主義的な
方法論では現実世界の複雑さを解明することが困難になっている。それに対して，「複雑
系」の考え方は，対象を複雑な要素が多様に絡み合って成立している系（システム）と

みる立場に立脚する。「複雑系」には，相互作用という働きがある。「複雑系」を構成す
る主体は他の主体に常に働きかけるが，その能動的作用が相手の反応を引き起こし，そ
れが別の主体に影響したり元の主体に返ったりという，能動・受動の反復運動を繰り返
す。このように，ある主体の行動は全体からフィードバックを受けることになるが，複
雑系では均衡に向かわそうとするネガティブ・フィードバックと不均衡化を促すポジテ
ィブ・フィードバックが拮抗するため，予想困難な振る舞いが生じることもある。これ

が系自体の進化につながることもあるので，「複雑系」を「進化系」と捉える見方もある。

３）空間面に均衡パターンからやや乖離した状態（ランダムなパターンでもよい）が現
れると，やがて大規模な秩序を形成するシステムをさしている。たとえば，我々になじ

みの深いチューネンの孤立国モデルもこの－種であり，等質な農業空間に都市という異
質な１点が与えられるのみで，農業地域の同心円的分化という当初の状態からは全く予
期されない秩序が形成されることを示している。
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！ 情報技術革新にともなう企業活動の空間的変容

箸本健二（大阪学院大学）
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Ｌはじめに

本報告の目的は，情報技術の進展とその広汎な普及にともなう社会経済的な影響を，内

外の地理学における研究成果をふまえて，主に企業空間の変容という視点から整理すると

ともに，現在進みつつある新たな技術革新が，今後の企業活動および企業空間にもたらす

であろう変化の方向性を展望することである．

情報技術を媒介とする社会経済的な変化については，多くの研究分野が今日的なテーマ

として注目している．たとえばロピンズ(Rovine,1992)は,経済学における研究動向を，

①ベル（Ben，1978）をはじめとする「脱工業化社会（post-industrialsociety)」論，お

よび，ポラート（Porat，1982）らによる「情報アクテイピテイ（infbrmationactivities)」

分析，②新シュンペーター学派（neo-Schumpetrian）による技術革新サイクルの議論，

③ピオリとセーブル(PioreandSabel,1984)らの｢柔軟な専門化(flexiblespecialization)」

論に大別して紹介した．

広く「情報化」と称されるこれら一連の社会的変化は，当然ながら地理学にも大きな影

響を与えている．現在，地理学において今日的な潮流を形成している論考には，たとえ明

示的な議論は行わないにせよ,情報技術の発展や普及を暗黙の前提としているものが多い．

たとえば，サッセン（Sassen，1991）の世界都市（globalcity）論は，情報技術そのもの

を直接的な検討対象とするものではないが，資本や産業活動の国境を越えた流動性が実現

される前提条件として情報技術の飛躍的な発展を念頭に置いている．また，ハーヴェイ

（Harvey,1989)の｢時空間圧縮(time･spacecompression)」の概念やスリフト（Thrift，

1996）の「速さ，光，力（speed,】ight,power)」の論点，そしてカステル（CaBteUs，1989）

の「情報発展モード（infbrmationalmodeofdevelopment)」などでも，社会システムを

変化させる原動力として情報あるいは情報技術が意識されている．

本報告では，情報技術の社会経済的な影響を捉える切り口として企業活動に注目する．

その理由は，情報技術の進展が実現した情報交換の時間短縮およびグローバル化・ローコ

スト化・双方向化などが，企業活動の諸様相を根本的に変化させるからであり，加えて，

企業活動というフィルターを通すことで本質的に非可視である情報を定量的に把握するこ

とができるからである．本報告では，「情報技術」の範囲を，情報処理および情報通信に関

わる技術の総体とし，放送・出版メディアは原則として範嬬から除外する．

以下，第Ⅱ章では地理学における情報研究の概要について，また第Ⅲ章では情報化が企

業活動に与える空間的影響について，それぞれ検討する．続く第Ⅳ章では，インターネッ

トを中心とする今日的な技術革新の動向と企業空間への影響を概観する．そして第ｖ章で

は，今後予測される変化をふまえつつ，地理学における企業空間あるいは産業空間研究の

方向性と課題について展望を試みる．

1０－
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Ⅱ情報技術革新と地理学

情報技術の革新を地理学の視点からとらえた研究は，社会全体の情報インフラ整備が進

んだ１９６０年代から進展した．このうち欧米の地理学者による研究成果は，大きく３つの

時期に分けることができる．まず第１期は1960～７０年代であり，ここではトールングレ

ン（Th6rngren，1970）やゴダード（Goddard，1971）らを中心として，主に通信による

対面接触（facetofacecontacts）の代替効果が検討された．続く第２期は，コンピュータ

が先進国の産業基盤に浸透し，これらを通信回線で結んだ情報交換がビジネスの現場に急

速に普及した１９８０年代である．この時期の情報化研究は，①通信ネットワークを媒介と

する企業間連携，②企業実務に必要とされる情報水準の差とオフィス立地・組織形態との

関係，③高度な情報技術を持つ労働力の空間的偏在，④通信ネットワークの高度化による

オフィスや生産拠点の集中・分散など，ネットワーク化されたコンピュータが産業組織に

与える影響が研究課題の中心に位置づけられた．第３期は，ＩＳＤＮ回線や通信衛星などの

利用を通じて通信精度や通信速度が飛騒的に向上し，世界的な情報ネットワークが形成さ

れた１９９０年代である．ヘップワース（Hepworth，1989)，ロピンズ（1992)，リ（Li，

1995)，アミラマデイ・ウオレス（AmirahmadiandWallace，1995）らに代表されるこ

の時期の研究の特徴は，レギュラシオン理論あるいはポスト・フオーデイズム論などと関

連づけながら，情報技術の進展が産業システムの構造全体を大きく変容させると指摘して

いる点である．

一方,わが国の地理学においても，1960年代前後から情報研究の萌芽が見られるように

なった．しかし，1960年代～1970年代における情報研究の多くは，情報流動を指標とし

た都市システムの研究，もしくはマスメディアの空間的研究という視点に立つものであっ

た．このうち前者については，主に２地点間の情報流動量を地域間リンケージの指標とす

る研究が，また後者については，主にマスメディアの立地指向性やサービス範囲に関する

事例研究が進められた．わが国の地理学において，情報そのものの空間性や，情報技術の

進展が産業の空間構造に与える影響が注目されはじめたのは１９８０年代半ば以降のことで

ある．たとえば山田（1986）は，わが国の地理学における情報研究を，「情報を定量的な

指標とする研究」と「'情報の空間性を捉えた研究」とに分けて，数的には圧倒的に前者が

多いことを指摘しつつ，コミュニケーションメディアの空間性把握という視点を通じて後

者の意義を強調した．一方，北村・寺阪・富田（1989）は，①情報地理学の概念，②情報

産業の立地，③産業の情報化，④情報化と地域社会，⑤情報流と中枢管理機能という，５

つの大きな研究視点を提示した．これらの提言は，情報技術の高度化が，直接的間接的に

国民生活のあり方を変化させるとともに，電電公社の民営化とも関連して，情報サービス

産業が典型的な都市型産業の１つとして成長してきたことを示唆するものである．さらに，

続く１９９０年前後からは，産業地理学のうち，とくに情報交換部分の時間短縮効果が大き

い商業・流通・工業などの個別研究において，情報技術の進展が産業構造や拠点配置に与

えた影響を検討した成果が相次いで発表されるようになった．

こうした内外の地理学における情報研究の流れには，時期の差こそあれ３つの共通した

視点を認めることができる.第１は通信流動の量的把握を通じた地域間リンケージの研究，

｡
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第２は新聞,テレビ・ラジオ，ＣＡＴＶなどマスメディアの分布・立地特性に関する研究，
そして第３は情報技術の革新が地域や産業に与えた影響に関する研究であり，第３の研究
視点は，さらに企業活動に主体をおくものと，地域に主体をおくものとに大別できる．こ
こでは視点を企業活動への影響に絞り，背景となる情報技術の役割をさらに細かく検討し
たい．

Ⅲ、企業空間の変容と情報技術の役割

情報技術の進展が企業活動に与える空間的な影響は，オフィスの立地から，調達や出荷
を含む生産体制，流通ネットワーク，さらには雇用や就労形態まで多岐に及ぶ．こうした

影響は，情報技術が持つ４つの本質的な機能に負うところが大きいその第１は，情報機
器を用いた対面接触の代替である．かつてゴダード（1975）らは，テレビ電話など近未来

の双方向コミュニケーションツールが，拠点配置の分散を促進すると予想した．無論，現

時点の情報技術が,企業活動におけるすべての対面接触を代替しているとは評価しがたい．

オフィス立地の現状を見るまでもなく，すくなくとも細かなニュアンスを含む非定型的な

情報伝達に関しては,その多くを今なお対面接触に依存しているからである.その一方で，

受発注や報告連絡など定型的な情報伝達はオンライン化が急速に進み，支店・営業所など

末端組織の統廃合を加速させる大きな要因となっている．

第２は，情報交換における時間短縮である．この効果は，国際金融システムや多国籍企

業などグローバルでリアルタイムな情報交換を前提とする産業のほか，とりわけ生産財や

消費財の受給調整（流通）システムの中で，その空間的意味が高く評価されている．なぜ

なら,一定のリードタイムの中で受発注業務と物流業務とが完結する流通システムの場合，

受発注に要する時間短縮が物流拠点の配送圏拡大に直結するからである．

第３は，通信費用の削減である．とくに専用回線や衛星通信の利用を通じた長距離通信

費用の逓減は，大規模な企業組織における情報交換のランニングコストを激減させ，空間

距離が抱える経済的な抵抗を軽減した．このことは情報フローの空間的な自由度を高め，

アウトソーシングなど多様な選択肢の採用を可能にした．専用回線によって距離を基準と

する従量課金から解放された情報フローは，常に最短距離を指向する物流フローから分離

し，コストや処理能力に応じた情報拠点を自由に選択する傾向を強めるためである

第４は，情報産業の立地を誘導する地域基盤としての効果である．公共投資によって周

辺地域に高水準な通信基盤を整備することは，賃金の地域間格差を利用して周辺地域に雇

区」

．
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用を獲得する有効な手段となり，内外の地域政策において積極的な取り組みが進んでいる．

もちろん，これらの諸機能は，現実的には相互に関連しながら企業活動の空間構造を規

定している．ゴダード（1992）は，ロンドンの信用調査会社が，イギリス国内で収集した

活字情報のデータプロセッシングをインドの下請企業にアウトソーシングし，デジタル変

換したデータをアメリカのデータベース産業に管理させた上で，通信回線を用いてロンド

ンでオペレーションするシステムを構築したと紹介しているが，このケースは第１から第

４までの効果が融合された典型例と考えることができる．
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llJ Ⅳ、インターネットの普及と企業空間への影響

既存研究を中心とする第Ⅲ章までの議論の前提となった'情報技術の進展は，主にコンピ

ュータと通信回線のローコスト化および高性能化であった．これに対して，一般に普及し

てからまだ日が浅く，本格的な学術研究は少ないものの，その経済効果が注目されている

情報基盤としてインターネットがあげられる．ここではインターネットの普及をはじめと

する１９９０年代後半の情報技術動向を概観し，これらの技術革新が企業空間に与える影響
を検討する．

インターネットはグローバルな情報伝達の可能性と情報共有の自由度の高さとを実現し，

企業活動のみならず社会全体に大きな変化を引き起こす潜在能力を持っている．とりわけ

一般家庭に急速に浸透しつつあるインターネットは，従来までの「投機」型流通システム

に代わる「延期」型受給調整システムを実現する．たとえばソニーおよび系列企業が導入

したネット上での商取引（電子商取引）と，これに対する米国流通業界の過剰ともとれる

対抗措置は，インターネット上に広がる小売市場の可能性を証明した好例といえる．たし

かに，サイバースペース上での消費が既存の流通市場と肩を並べるにはなお時間を要する

だろうし，こうした事例が多分に先行投資の要素を含んでいることも否定はできないし

かし，議論の対象を生産・流通システムのみに限定して，インターネット環境が企業空間

に与える影響を検討したとしても，その影響は，①企業内情報システム構築のローコスト

化，②オープン化，③生産のモジュール（module）化と取引のアドホック化，④企業間提

携あるいは戦略同盟（strategicaniance）など広範囲に及ぶ．

まず,｢イントラネット」と総称されるインターネットを利用した企業内情報システムは，

専用回線に比べて格段に安い構築コストで同種の情報交換を実現する．箸本･荒井（1998）

の調査では，専用回線を用いた企業内情報システムの構築実績は総販売額が高い企業に集

中するが，「イントラネット」を通じた情報システムの構築は販売額の低い企業でも一様に

増加している．

インターネットを介して加速する企業内ネットワークの高度化は，企業組織内部の再編

成を進める一方，経営のオープン化を促進する．オープン化とは，自社の商品や組織が他

社の商品や組織と組み合わされることを前提とするインターフェースの標準化を意味し，

商品，流通，経営資源など様々な局面が存在する（國領,1995)．公開入札型の部品調達

システムや，自動車産業における個別技術を軸とした提携関係などはその典型例である．

さらに，オープン化した取引形態が生産システムに組み込まれることで生産のモジュール

化が進行する．たとえばベンツとスウォッチの合弁会社であるＳＭＡＲＴＣＡＲプロジェク

トの工場では，生産ライン本体がモジュールに分解されてそれぞれを別会社が管理し，必

要に応じて入れ替えが可能になっている．このような例は極端であるにせよ，トヨタと本

田技研に同時に部品を納入するデンソーのように，独自の技術が取引のオープン化と結び

つくことによって，系列の枠を超えた下請主導型の取引が実現する環境が整いつつある．

こうした本社一下請間の部品調達や卸売業一小売業間の商品納入など，垂直的な取引関係

のアドホック化は，産業のグローバル化や産地の水平的連関を加速させる要因の１つとも

考えられ，産業集積の変容を検討する上で無視できない要素となるであろう．

。
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WI その一方で，最寄品消費財の流通チャネルに代表されるように，サプライヤー間におけ

る商品やサービスの差が小さく，むしろ情報処理を通じた市場対応能力やアソートメント

能力が重視される産業分野では，情報あるいは情報システムへの共同投資を軸とする企業

間提携が進んでいる．また，提携関係に基づく安定した需給体制は生産のスケールメリッ

トや輸送の効率向上を実現し易いことから，長期的なコストダウンに注目したサプライチ

ェーン（供給連鎖）・マネジメントやＥＣＲ（IDfficiencyConsumerResponse）が拡大す

る.こうした提携関係が定着した場合,供給体制全体の輸送コストを引き下げる目的から，

生産・流通拠点の再配置や機能の見直しなどが進むと予想される．

！
；

ｖ・産業のデジタル化と企業空間の展望

さらに，近未来の産業構造を展望するとき，無視することのできない要素が，産業の各

分野におけるデジタル化された知的生産物（情報経済学では，こうした財をしばしば「デ

ジタル財」と総称する）への依存度の高まりであろう．財そのものが，通信回線を経由し

て全世界に瞬時に配信可能な環境は，消費を変容させるだけでなく生産・流通の空間シス

テムを根本から変容させる可能性をはらんでいる．ここでは，いわゆるデジタル財の普及

が企業空間に与える影響を５つの視点に整理し，本報告のまとめとしたい．

まず第１は，情報のノードを中心とする産業集積の再編である．ネットワーク化された

産業システムでは，「系列」のように閉じた取引関係の内部でリスク・シェアリングを行う

関係が崩れ，サプライヤーの外部オプション化と取引関係の短サイクル化が進行するま

たモジュール化が進む中で，ニーズに応じて短期間に複数の技術的シーズを中間製品に結

合しうる受給接合機能の役割が重要になる．このため，（たとえば大田区や東大阪市のよう

な）個別に細分化した技術が集積する産業空間においてネットワーク型の再編を実現する

ためには，外部のニーズを個別企業に再配分しうる情報とネットワークを持つネゴシエー

ターが必要になると思われる．こうした再編は，すでに卸売業では「窓ロ問屋」という形

で確実に進行している．

第２は，生産と消費の直結である．受給接合を実現する「場」の重要性は，末端消費に

おいても同様である．とりわけ商品のデジタル化は，市場そのものの「延期」化に直結す

るため，通信回線を通じてサプライヤーと消費者とが直接コミュニケーションを交わす

「場」が必要になる．たとえば，わが国のＣＶＳ上位３社（セブンイレブン・ジャパン，

ローソン，ファミリーマート）に対して，商社あるいは主要都市銀行が強力な経営参画を

行いつつあるが，こうした動向は，全国７０００カ所以上（上位２社）の店舗，２４時間営業，

そして高規格の通信回線を完備するという対消費者コミュニケーションの場が持つ，潜在

的なビジネスチャンスに対する期待の表れであることは言うまでもないまた，一般家庭
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へのインターネットの普及によって，ＣＶＳに対するコミュニケーションの場としてのニ

ーズが弱まった場合でも，ＣＶＳが持つ高い物流機能や分布密度を活かして，個人が発注

する「非デジタル財」の保管・販売代行拠点となりうる可能性は高い．

第３は，輸送コストを軸とする企業間連携の進行である．情報技術の高度化が，取引の

グローバル化や小口化，そしてリードタイムの短縮などを促進することは疑いもないそ
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の一方，非デジタル財の輸送は情報通信では代替できないため，競争入札型の部品調達や

電子商取引による末端消費が拡大するにつれて，小口物流における多頻度化・広域化とコ

ストダウンとの両立が必要になる．その際に有効と考えられるのが共同輸送による積載効

率の向上である.このため,拠点間輸送の効率性に重点を置いた企業間提携が新たに進みゴ

サプライチェーン・マネジメントの裾野が拡がると考えられる．

第４は，企業の拠点配置と連動した都市間格差の拡大である情報技術の高度化は，情

報交換のオンライン化を確実に進展させた．その一方で，対面接触が不可欠な情報交換も

なお残されており，情報流動の量的・質的な拡大とともに，対面接触を介した情報の付加

価値がむしろ高まりつつある．この場合，いわゆる情報化は，むしろ特定の空間の経済的

価値を高める方向に作用することになる．このことは，企業の本社・支店網の変化を促し

て，３大都市および広域中心都市の中心性を高める反面，その他の地方都市の地位を相対

的に低下させ，結果的に都市間格差は拡大する．

第５は，情報産業立地の二極化である．デジタル財が，生産財としても消費財としても

重要度を増していることはすでに述べた．こうしたデジタル財を供給する産業を仮に「情

報産業」と定義した場合，その立地特性は今後二極化することが予想される．１つは，Ｒ

可

＆Ｄ機能が重視される先端製品の開発・生産である．シリコンヴァレーに象徴されるこの

種の集積は，Harrison（1992）や水野（1999）らが指摘するように，研究機関，関連企

業（特にオープン・アーキテクチャー化が進んだ技術群の中核に位置する企業)，そしてベ

ンチャーキャピタルなどとの近接性が重視される．残る１つは，データ入力や音声情報サ

ービスなど，アナログ情報のデジタル変換やオンライン情報提供などのルーチン化された

情報処理業務である．これらの産業は対面接触による情報交換や交渉をほとんど必要とし

ないため，通信回線費用の低下とともに，人件費の地域間格差を反映する形で周辺部へと

分散する傾向を強めるであろう．

さて，本報告では情報技術が企業活動に与える空間的影響を，①対面接触の代替，②時

間距離の短縮，③情報処理コストの削減，④産業基盤整備，⑤取引のオープン化と生産の

モジュール化，⑥デジタル財の浸透という６つの大きな視点からとらえ，典型的な産業・

業種におけるピジネスモデルとの接点をふまえつつ，それらの空間的な考察を試みた．そ

の一方，グローバル経済の枠組みの中で進む上位集中化と情報技術との関わりに関する検

討や,文化あるいは社会システム全体を視野に含んだ議論は十分とはいえない.たとえば，

アメリカを中心に増加しているネットピジネスのアプリケーションプログラムをめぐる特

許申請とこれに対する訴訟は，生産技術のみならず取引手段そのものの「囲い込み」を意

味するだけに，その行方は経済の地域間格差や産業のネットワーク構造にも大きな影響を

与えることは不可避といえよう．また，前述のカステル（1996,1997,1998）は，グロ

ーバリゼーションとフレキシビリティを現在から近未来に向けての発展モードと位置づけ

つつ，とりわけインターネットを視野においた情報ネットワーク化が文化や民族を含む社

会全体の流動化をもたらすとして，情報化が持つ空間的意義を包括的に整理している．こ

れらの点は，今後の検討課題としたい．
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鞭1J
情報化時代における労働と空間の新たな関係

職住接近型労働の地理学的課題

Jｉ 北島誓子（弘前大学）

Ｐ。

はじめに

近年の情報・通信技術の発達に伴い、テレコミューテイングやソーホー（ＳＯＨＯ）
とよばれる､自宅あるいは自宅近辺のオフィスでなされる職住接近型の労働形態が増加し
てきている。自宅接近型労働は､データ処理などの製造業職種から裁量的勤務形態と結び
ついたホワイトカラーの職種に及び、雇用形態の点では被雇用と自己雇用の双方を含む。

このような労働形態の増加は、近年の先進諸国における、柔軟な、あるいは付随的
な労働形態の増加と軌を－にしている。付随的労働形態をめぐっては、理論、政策双方の
観点から様々な議論がなされているが、職住接近型労働も、産業、労働、消費と空間との
関連を扱う地理学に新たな問題を提起する。

本報告は、今日の職住接近型労働が提起する地理学的諸問題を整理・検討し、サー
ビス化と情報化時代における都市と産業地域の分析視角に一つの問題を提起することを
目的としている。まず最初に、職住接近型労働の歴史的概略と今日的背景をのべる。続い
て、職住接近型労働が提起する地理学的諸問題を整理・検討する。最後に、仮説的結論と
今後の検討課題をのべる。

、Ⅳ

職住接近型労働の歴史的概略と今日的背景

製造業部門における賃金労働としての職住接近型労働の原形は、イギリスなどでは
１６，１７世紀の農村家族生産にさかのぼることができる。輸出製造業の農村部への拡が
りとともに､農村家族生産がギルドと競合的な製造事業となっていた。１９世紀前半には、
職住接近型労働としての在宅労働が､衣料を中心とした都市産業発展に重要な役割をはた
すようになった。また１９世紀後半には、技術変化（ミシンの発明など）を通じて、内外
からの競争圧力の増大に対抗する手段として急速に発展した。

２０世紀初頭以降の大量生産にもとづく工場生産、機械化にもとづく分業の発展に
つれて、在宅労働は次第に目立たない存在となった。しかし１９７０年代ごろから、在宅
労働者の労働改善の運動を契機として再び注目されるようになった｡さらに１９８０年代
初期までには、職住接近労働は、労働者の自律性を確保する柔軟な労働形態として、また、
労働生産性を上昇させ従業員のモラルの低下に対応する労働形態として着目されてきた。
職住接近型労働形態が今日増加してきている背景として、ひろくは、産業構造の転

換、これに伴う生産システムと労働市場の変化などの事情がある。`情報技術の発展による
産業のサービス化は、オフィス労働の自動化と事務職の絶対的減少をもたらした。製造業
においては、生産の分散、アウトソーシング、外部受注などを特徴とする生産方式の変化
が指摘されている。大量生産方式の後退は、生産労働人口の減少、労働市場の変化（異な11,
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１－１ るタイプの労働者に対する需要の分岐）、消費の多様化に対応した商品市場の変化、さら

に階級構成の変化(生産労働者からなる中産階級の衰退、それに伴う臨時労働者や自己

雇用者への代替）、社会的変化（女性の労働機会の増加、家族形態の変化）をもたらして

いる。

職住接近労働形態は、以上のような生産、労働、および社会構造におけるを背景と

して登場した。

Ｉ

職住接近型労働形態の地理学的課題

１）職住分離（都市発展）

職住接近型労働形態が提起する第一の課題として、職場と自宅の分離の問題がある。

職住分離は、近代都市発展に伴う現象として、都市地理学の一つの分析基軸をなした。工

場生産システムの導入による労働統制形態の変化(労働者の生活全般の管理の必要からの

脱却）、都市の外部不経済の増大、労働争議の頻発、交通技術の発達を契機として、まず

上層階級の居住地の郊外化が行われ､続いて労働者階級の居住地の郊外化(郊外化の大衆

化）が進んだ．

職住分離は、資本主義的生産様式の存立基盤と主張される。資本主義社会は労働市

場の一般化､賃金労働者の存在を基礎としているが、この階級の存在は直接的生産者の生

産手段からの社会的か．空間的分離を前提としている。例えば､カンパニータウンにおけ

る労働争議の頻発は、資本主義的生産様式の社会的･空間的原則に反していたために生じ

たと指摘される(Feldman，１９７７）。さらに職住分離は、消費領域の生産領域からの“相対

的独立”の根拠であるとも主張される(Castells，1975）。

フェルドマンやカステルの見解は、今日の職住接近型労働の増加が、１）資本主義

的生産様式の存在某騨の見直しや、２）消費領域の生産領域の相対的独立の見直しを必要

としていることを示唆する。しかし、今日の職住接近型労働では、依然として被雇用者が

大きな部分を占めており、また個別の在宅労働における生産過程と消費過程との区分の事

実、あるいはソーホーの場合のようにいまだ職住分離が保たれている事実もある。フェル

ドマンやカステルらの議論の検証は､職住接近型労働のより具体的な実証分析を必要とす

るとともに、より織密な理論的視角をも必要としていると思われる。

句

２）労働過程（空間と労働の統制）

職住接近型労働形態が提起する第二の課題として、労働過程、とくに労働の統制、

の問題がある。職住接近型労働については､被雇用者の自己管理を可能にするという議論

がなされる一方、在宅労働においても労働の統制は実現されているという議論もある。資

本主義的生産は、労働者を労働に参加させて労働を統制する必要と、その参加を縮小する

必要との根底的緊張関係を含んでいるといわれるが（StorperandWalker,1189）、職住接

近型労働は、この緊張関係をいかに解決しうるのかが問題となる。

雇用労働者（主として製造業）の場合、労働過程における統制と自律の問題につい

ては対極的な二つの見解がある。一つは、いわゆる柔軟な生産（専門化)仮説立場からな
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なされるものである。大量生産方式が行き詰まりの状態にあるなかで､職人生産方式の復

活が可能とされ、労働者の自律的労働過程の発展が示唆されている（Sabel，1982;1994；
PioreandSabel,1984）。この仮説は、製造業のみならず、サービス業や自己雇用者にも適

応しうる。他方は、ブレーバーマン（Braveman,1974）の労働不熟練化仮説である。この

立場からは、資本主義のもとではテイラー主義に終わりはなく、労働者の均質化、不熟練
労働力の形成が進行する、と主張される。ブレーバーマンによれば､機械は数値制御を可
能とし、組織的、訓練的手法に変わる労働統制の新たな用具となる（Braveman,jbjd.）。

ブレーバーマンの不熟練化仮説は、製造業における工場労働者を主眼としているが､情報
機器を手立てとするサービス業､製造業に携わる在宅労働者についても検証可能であろう。

職住接近型労働が、労働の統制を解除しうるか否かという問題に関しては、いまだ

不完全であるが、いくつかの検証がなされている。まず在宅雇用労働においては、労働の

自律性が保証されるわけではなく､請負業者による製品のチェックやコンピュータによる

技術的手段を通じて、労働のペースと強度、生産物の質の統制が実施され、この意味で労

働は専門化されるわけでなく、また、自由時間も断片的に実現されるのみであるという指

摘がある（AllenandWalkowitz,1987;AppelbaumandA1bm,１９８９）。さらに在宅労働は、

オフィス労働の社交性を排除し、管理者層の標準作業量を増加させ､労務管理にとって有

利である、また､組合化を防ぐ点で事務労働者層の階級的支配を強化するという指摘もあ

る（A11enandWalkowitz,1987;ＯＩＡ1985）。これらの指摘からすれば、製造業、サービス

業にかかわらず、職住接近型労働においても労働の統制は貫徹され､それゆえ統制に関す
るブレーパーマン仮説は妥当であると判断される。

可

３）産業地理（労働の空間的分業）

第三に、生産のマクロな側面にかかわる問題として産業地理の問題がある。今日、

大量生産体制の再編の兆候として､柔軟な専門化仮説やポストフォード主義仮説の立場か

ら、生産の脱中心化や技術的分業の終焉（脱分業化）がいわれている（c・fGolz,1982）。

これらを背景として職住接近型労働は､小規模生産を基礎とした分散化を特徴とする空間

の再編に導くと主張される｡職住接近型労働がこれら柔軟な専門化仮説の根拠となりうる

か否かという問題である。

生産の分散や脱中心化を特徴とする空間の再編が、分業、とくに構想と実行の分離

を伴うことが指摘されている．企業は財・サービスを下請けや外部会社から調達し、生産

過程の分解ならびに再編（外部化）をはかるが、この分解と再編の過程で、構想機能と実

行機能との二極分化が強化されている｡実行機能にはいつでも放棄できる低コスト組織が

配置され、これはしばしば地球全域に分散されていくが､構想機能は会社本部に集中され

る（Hyman,1988;Massey,1995）。

職住接近労働が、分業を伴うこれら生産の再編の一翼を担うという事実が指摘され

ている。例えば、製造業やファッション業界において、コンピューター導入を通じて、生

産の大部分を職人作業場や家内在宅労働などの通常は独立した小ユニットに分散されて

いくが、意志決定機構は集中されている（Murray,1983;Mitter,1986）。生産の分散化は、

1８



’
一部の生産部門の分散は意味するが、統制は維持あるいは強化されるのである。さらに、

これらの小規模生産体制が、ジェンダー的階層秩序を基礎としている事実もある。例えば、

エミリア・マデナの織物産業では、女性の在宅労働者のネットワークが､職人労働者たち

の小作業場を支えている（Solinas,1982）。

職住接近労働内部における分業も指摘されている。テレコミューテイングに携わる

労働者における、専門職と、単純作業に携わる低賃金の事務職との二分化傾向が指摘され

ている（Castells,1989）。また、在宅労働はパート労働とともに数量的な柔軟性をもつ労

働力の重要な部分を占め､大半が女性であるといった性的分業の存在も指摘される(Walby，

1989兆職住接近労働が、生産の再編の一翼を担いつつも、その過程は、ジエンダー的

分業をふくむ労働の階層化を折り込むものであり、また労働の統制も維持･強化されてい
るのである。

句

結誼

職住接近型労働形態の増加傾向の背後には、２０世紀後半のフォード主義の転換に

伴う生産の再編、多国籍企業の企業戦略、中心労働者と周辺労働者との水平的・垂直的分

断があり、職住接近型労働者の大半は、この再編コストをになう周辺労働者として位置づ

けられている。このことは、職住接近型労働が、必ずしも労働の統制から自由ではなく、

空間をこえた統制支配下におかれている事実、また、職住接近型労働内における職種的、

ジェンダー的分断の事実と呼応する。職住接近型労働は､生産の場と消費の場とを統合し

うる新たな代替的労働形態としてでなく、旧来型（フォード主義）生産システムの労働形

態に接合するものとして捉える必要があろう。今後の課題としては､職住接近型労働を通

じた空間的分業、そして職住接近労働における労働過程の在り方という、マクロとミクロ

の双方の問題に関して、雇用形態や産業の相違、さらに性差等をふまえたより具体的な実

証分析が必要とされよう。

’附記:本報告は、拙稿「柔軟な労働、ジェンダー、空間の再編：在宅労働の理論的課題」
『弘前大学経済研究』２０号,1997年，に依拠している。
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Ｉ情報化と都市の生活空間
Pト

岡本耕平（名古屋大学）

１．情報化と都市

ａ）世界都市システム

１９８０年代の東京一極集中の要因には様々な説明が試みられたが、その一つに「情報化

の進展」があった。すなわち、情報化の進展によって公開情報の獲得が容易になり、その

ぷんインフォーマルな情報の価値が高まり、官庁、取引先等への直接接触によって情報を

得る必要性が企業の東京への本社立地を促したというのである。政府白書でさえこの「情

報化時代のパラドックス」認め（平成３年度国民生活白書，ｐ257)、情報公開・規制緩和

の促進が唱えられることになるのだが、情報化時代には、規制緩和の有無とは無関係に企

業立地の－極集中が進むであろう。複製・改変が極めて容易である、といったデジタル情

報のもつ性質のため、情報関連企業にとっては、訴訟や特許業務に対応できる高度な知的

人材を身近に確保することが不可欠であり、そうした人材の集積地は極度に限られる。彼

らによって「知的」活動が繰り広げられる上位都市から、単純な情報入力作業が行われる

底辺まで、工業化時代にくらべて世界都市システムはより垂直的になろう。

しかし一方で、'情報化は世界規模での都市間大競争をもたす。今日、都市の成長にとっ

て、人と投資をいかに引きつけるかが鍵であり、そのためには自己をいかに魅力的に演出

するか、そうした情報をいかに世界に流布するかが重要となる。住民向けの施策が、外へ

のアピールを狙ってなされることになる。

都市の魅力を高める、つまり都市の商品価値を高めるためには、衰退した都心部の再生

が不可欠であり、１９８０年代半ばから欧米の多くの都市で「都市再生」事業が着手される

ことになった。都市再生の最も手っ取り早い方法は、都心のテーマ・パーク化である。こ

れによって居住者や歩行者の都心回帰を果たしたいくつかの都市は、その成功談が国境を

越えて流布され、多くの観光客、投資家、視察団を集めている。しかし、こうした公共空

間のデズニーランド化(disneyficationofpublicspace)は、ホームレスや低所得者の排除を必

然的に伴った。そして、政治活動の場はサイパー・スペースへ移行し、「公共空間」の意

味は変質した。

｡

ｂ）持続可能な都市

世界都市論と並ぶ近年の都市研究の大きな話題は「持続可能な都市(sustainablecity)」

をめぐる議論である。情報化の進展は、都市圏レベルの空間スケールでは都市機能の郊外

分散を可能とし、エッジ・シティの形成をもたらした。しかし、ここにきて環境問題解決

の観点から、郊外へのスプロールを阻止すべきとの論調が高まっている。

郊外開発を規制・誘導するための都市成長管理政策は、住民の間に深刻な利害対立をも

たらすため、合意形成を導く手段として地理情報システム(GIS)が一躍脚光を浴びること

になった。日本では、ＧＩＳは行政事務合理化のための手段であるとの認識が依然として強
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いが、アメリカでは、政策の「民主的な」遂行のための強力なツールとして位置付けられ
ている。

「持続可能な都市」の追求は、具体的には、コンパクトな都市形態(compaCtcity)と公
共交通優先型開発(TransitOrientedDevelopmcnt:TOD)の追求であり、その背景として、地

球温暖化ガスの削減（より局所的には大気汚染の低減）のために自動車交通量をいかに減

らすかという課題がある。さらに、アメリカでは、１９８０年代の終わりになって、自然環

境だけでなくより包括的な「生活の質」の向上をめざす「ニュー・アーバニズム」と呼ば

れるまちづくり論が台頭した。これは、古き良き時代の地域コミュニティと、そうした伝

統的なコミュニティが有していた空間の質を再評価する動きである。ニュー・アーパニズ

ムは、スプロール化した郊外都市を再生する統合的なまちづくり論であるとの評価がある

一方、これは要するに中産階級が自分たちが捨て去ったものを再び手に入れたいと欲する

ことであり、その懐古趣味は伝統的な男女観・階級思想・人種観と結びついている、とい

った批判もある。
剣

２．情報化と交通

ａ）自動車交通量の削減策

都市をめぐる近年の議論には交通問題が深く関係している。「持続可能な都市」では当

然、自動車交通量の削減が課題となるが、都市間競争に勝つための魅力度向上策において

も、単に集客施設の立地だけでなく、いかに多くの人を屋外で歩かせるかが都心再生の鍵

となっている。

ところで、「情報化が進展すれば、交通量が減る」という仮説がある。例えば、就業者

が平日のうち－日だけ自宅でテレワークするだけでも、交通量の５分の１が減るというの

である。しかし実際は、情報化が進展した先進諸国においても、自動車交通量は増え続け

ている。後述するように、テレワークは、もともと家にいる子育て中の主婦がターゲット

であり、既存の就業者の通勤移動の削減にはつながらない。むしろ、モパイル技術の進展

は、自動車をオフィス化し、人は、オフィスに高額の賃料を払わなくても、あるいは狭い

我が家にいなくても、容易に起業できるようになった。

情報化とともに進んだ規制緩和策も、自動車交通量増大の原因となる。例えば、サッチ

ャー政権下で徹底的に進められたパス輸送部門の規制緩和は、結果として、イギリスの公

共交通に壊滅的打撃をもたらし、自動車依存地域（自動車以外に選択肢のない地域）の拡

大につながった。日本でも、乗合パスの需給調整規制完全撤廃（2001年度完全実施予定）

により、多くの不採算路線からのバス事業撤退が予測されている。

1998年にブレア労働党政権によって発表された新交通白書「ANewDcalfbrTransport」

は、こうした政策からの抜本的な転換をめざし、公共交通優先策を強く打ち出している。

ただし、公共交通の存在は、モーダル・シフトの受け皿にはなるが、誘因にはならない。

自動車交通量の削減のためには何らかの社会的な規制が必要であり、どのような理念にお

いて規制を行うか､そのための合意形成をいかに行うかが重要な課題となる。その意味で、

日本のいわゆる「総合交通政策」はイギリスのIntegratedTYansportPolicyとは似て非なる
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ものであり、何ら理念のない現状肯定・追随策と言わざるを得ない。

近年、日本の交通施策で盛んに唱えられているのが交通需要管理(TmnsportationDemand
Management:ＴＤＭ）である。これは、従来の需要追随型の交通施策（例えば交通量が多い

から道路を建設する)ではなく需要そのものをコントロールしていこうとすることであり、

地球温暖化防止京都会議(1997年)以後、日本の建設省や自治体では、パーク．アンド・

ライドにより自動車交通量を減少させたり、渋滞時の低速走行から発生する二酸化炭素の

量を減らすために、交通情報の提供や時差出勤の奨励により渋滞を緩和しようとする施策

が検討されるようになった。しかし、この種の施策はＴＤＭが声高に唱えられる以前から

部分的には行われている施策であり、はたしてこうした施策のみで二酸化炭素排出量を削

減できるかは疑問である。

ＴＤＭには本来、都心部への自動車流入規制などのような強力なコントロール策や、土

地利用規制などで自動車交通の発生しにくい都市構造に変えていくような長期的な施策も

含まれる。しかし日本の行政は、こうした施策には従来から消極的であった。例えば、「都

市交通適正化方策事例集」（建設省都市局都市交通調査室、平成５年）では、海外諸都市

での「特定地域への乗り入れ規制」策が紹介されているが、「わが国では都心部周辺で朝

夕の道路混雑が深刻であり、この方法を実施すればさらに交通混雑が深刻化し、社会経済

的、社会環境的にも外部不経済効果が大きく増加することが予想される（p78)」とのコ

メントが付されている。

ｑ

ｂ）エＴＳ

交通施策との関連で、近年官民を挙げて推進されているのがITS（IntelligentTransport

Systems）の研究開発である。ｒｒＳは、様々な技術から成る。①車に情報端末を搭載する

ことにより、多種多様な情報の受け入れ、発信を可能とする、②車を高機能化し、車間制

御、自動運転などにより車の安全走行を実現する、③車と道路側設備を結ぶシステムを造

ることにより、高速道路や駐車場の自動料金収受を可能にする、④複数車両の運行を管理

することによりロジスティックスの統合管理を可能にする、⑤新しい地域交通システム。

ｎsはＴＤＭの技術基盤になりうるが、ｒｒＳの研究開発は、新産業創出のための国家プ

ロジェクトという側面が強い。自動車の国内販売量、海外輸出量の増加がともに望めなく

なった今日、燃料電池車の開発など自動車単体の環境対応化だけでなく、車と社会を結ぶ

システムを新たな商品として開発することによって、自動車製造業の'情報産業への脱皮を

図ることが急務となったからである。そのため、ＩＴＳは必ずしも交通問題の解決にはつな

がっていない。例えば、カー・ナビゲーション・システムは上記①の一種であり、日本で

最も普及している。しかし、他のITS技術の発達を待たず、カーナビのみ急速に普及した

ため、走行中のカーナピ注視を原因とする交通事故を多発させる結果となった。

結局、'情報化は、交通問題を改善する手段にもなるが、新たな交通問題を引き起こす原

因にもなる。ＩＴＳは何らかの社会的な規制と連動して運用されるべきものであり、（繰り

返しになるが）どのような社会的規制を講じるか、そのための合意形成をいかに行うかが

課題となる。例えば、上記③の高速道路ノンストップ自動料金収受システムは、近年中の
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運用開始が見込まれ、これによって料金所付近での渋滞が減って、温暖化ガスの排出量削
減にもつながることが期待されている。一方で、この技術によって、一般道路のロード．
プライシングや特定地域への車両乗り入れ規制が極めて容易になるが、そうした施策を行うかどうかには、社会的コンセンサスが必要となる。
また、⑤は、地域社会で車を共同利用するシステムのことで、近年、日本でも複数の自

治体および自動車メーカーにおいて社会実験が行われている。「公共レンタカー」には比
較的長い歴史があるが、成功事例はほとんどなかった。情報技術(IT)の革新は、このシス
テムの実現可能性を技術面では飛躍的に高めることになった。しかし同時に、プライバシ
ーをいかに保護するかという課題も生むことになった。

３.情報化と女性

ａ）ジエンダー化された役割

時間地理学の知見を交えて、情報化とジェンダー化された役割との関係について素描す
れば、次のようになる。伝統的に、男性=就業=公的な時空間、女性=家事=私的な時空間、
といった分担があったのが、女性が就業=公的な時空間にも進出するようになった。しか
し、伝統的な役割はそのままであったから、女性には大きな負担となった。情報化は、そ
の負担を軽減する役割を担う。例えば、ＩＴによる物流の革新は、ファースト・フードや
通信販売を普及させ、家事の負担を著しく外部化した。一方、就業を家事と両立させる方
策の１つとしてテレワークが登場した。このように、ＩＴの進展は、ジエンダー化されし
かも時空間的に固定化された役割を、時空間の側面については柔軟にした。しかし、ジエ
ンダー化された役割そのものの解消にはつながらない。
次ページの資料にあるように、テレワークは、外で働くことが困難な子育て期の主婦に
よる内職という色彩が濃い．女性にとっては、「情報」に関連した仕事ということでプラ
イドが保てる。企業にとっては、パソコンへの入力状況を捕捉することにより正確な時間
給の計測が容易にできるため、賃料のかかるオフィスにパートタイマーを集めて仕事さ
せるのに比べて、格段に効率的である。そして、地方の行政にとっては、男性だけでなく
女性にも就業機会を提供できないと人は集まらないという問題を解決できる。
日本の女性の年齢別就業率に見られるいわゆる「Ｍ字型パターン」は、女性のキャリア

形成を阻む一方で、企業内での女性軽視につながっていた。テレワークの普及は、この問
題の解消には貢献できるであろう。例えば、結婚前に都心部の情報関連産業に勤め技術を
磨き、子育て期は在宅勤務で企業との関係を継続し、子育て以後、より管理的．総合的な
ポストでフル・タイマーに復帰する、といったキャリア形成が可能になる。しかし、この
シナリオは、世界都市システムで上位の都市圏においてのみ可能である。

⑪

ｂ）空間の克服

女性の社会進出は、将来の自動車交通量をますます増加させるであろう。日本では、中
年以上の女性の自動車免許保有率は、まだそれほど高くないが、将来はほぼ男性並みとな
る。情報化の進展が、自動車交通量の削減につながらないことは既に述べた。むしろＩＴＳ
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による自動車運行の安全性向上により、女性ドライバーのみならず高齢者ドライバーの増
加をもたらすであろう。自家用車の利用は､女性の日常的な生活空間を飛躍的に拡大する。
また、都市空間内への情報装置の設置と携帯情報端末の普及は、都市空間の安全性を高

め、女性にとっての「恐怖の空間」を縮小させるかもしれない。身障者の移動制約も軽減
することになろう。しかし、こうした都市空間のきめ細かな情報化は、人々の日常活動を
容易に監視することも可能にする。

●資料

典型的なテレワーカー像一いわきニュータウン居住の女性の場合一
■

◇年齢：３０代半|ゴ

◇家族：サラリーマンの夫と小さい子供２人

◇居住形態：一戸建て(3LDK）

◇本人の職歴：短大卒業後事務職約５年。結婚等で退社。

◇最近まで：子育て中心に、学校行事、趣味や稽古事、ボランティア等に積極的に参加。
＜テレワークしたい理由＞

子供が小さいため、フルタイムや時間制約が多い仕事は無理。現在は介護等の心配はな
いが、長男の嫁としていつどうなるかわからない。自分の管理能力で、しかもプロの意識
をもって取り組めるテレワークは、今の、そしてこれからの自分に最もあっていると思う
から。

＜パソコンを武器にしようとした理由＞

夫がパソコンを購入。昼間の間に自己学習、ワープロ資格等とれる資格は全部取得。現

在パソコン２台、周辺機器類、インターネット等。ソフトはおおよそ完備。夫はトラブル
時に心強いが、今では夫より仲間に相談した方が早く解決できる。
＜希望しているテレワークスタイル＞

.１日３～４時間、週４～５日、月６４時間～８０時間、年間１０ケ月ワーク体制。年６００
時間以上800時間。

・年収目標：５５万円～約100万円(時間単価でみると、最低687円～1666円）

出典：「いわきテレワークセンターのご紹介(1999.10現在)」
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ラウンドテーブル１

テーマ:情報化のﾊﾟﾗﾄﾞｯｸｽ？一一合衆国マルチメディア産業の大都市集積

オーガナイザー:長尾謙吉(大阪市立大学経済研究所）

主旨:情報化の進展は､距離の克服を可能とし､場所による違いを消滅させ.大都
市の存立基盤を揺るがすというのが、「情報化社会論｣の一つの通説となっている。
しかしながら､｢情報化のパラドックス｣ともいうべきかのように､情報化の最先端産
業の一つと目されるマルチメディア産業の大都市集中傾向が､アメリカ合衆国にお
いて観察されている｡富沢や長尾は､『マルチメディア都市の戦略一シリコンアレ
ーとマルチメディアガルチー』(小長谷一之.富沢木実編､東洋経済新報社､1999
年)において､大都市集中地区の企業事例を紹介したが､学問的な探求は始まった
ばかりである｡そこで､このラウンドテーブルでは､３人の報告を中心に､マルチメディ
ア産業の大都市集積について議論を深めたい。

ｑ

話題提供者と報告内容：

富沢木実(社会`基盤研究所):デジタルビジネスの勃興と大都市志向

湯川抗(富士通総研経済研究所):コンテンツ産業における近接立地の重要性

原真志(香川大学経済学部):ロサンゼルスにおける映像産業とマルチメディア
産業との連関，

」
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ラウンドテーブル２

テーマ:グローバリゼーシヨンと産業集積の理論

オーガナイザー:松原宏(東京大学教養学部）

主旨:近年､産業集積に関する議論が､さまざまな分野で活発に行われている｡集

積論に関しては､マーシャル､ウェーバー以来の理論的蓄積があり､最近では得スコ

ットやストーバー､ポーターなどによる新たなアプローチが展開されている｡また､シ

リコンバレーやサードイタリーなどの典型事例を通じて､ベンチャー企業や中小企業

によるローカルな集積の意義が強調されている。

一方､グローバルなスケールでの競争の激化と資本提携の進展の下、巨大企業

による国際的な生産体制の再編が進んできている｡そうした中で､工場の閉鎖に見

舞われ地域経済が深刻な影響を被っている事例は少なくない｡これに対し､｢反グロ

ーバリズム｣の運動や論調も近年目立ってきている｡グローバリゼーションの捉え方

をはじめ、多国籍企業の立地、国民国家の位置づけ､グローバルとローカルとの関

係など､理論的に整理すべき課題は多い。

今回のラウンドテーブルでは、グローバリゼーションと産業集積に関する理論につ

いて理解を深めるとともに､両者をめぐるいくつかの論点について討論することにし

たい。
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話題提供者と報告内容：

加藤和暢(釧路公立大学経済学部):ポーターの産業クラスター論と付加価値チエ

－ン

鈴木洋太郎(大阪市立大学商学部):ヴァーノンの多国籍企業論と集積論

富樫幸一(岐阜大学地域科学部):グローバル／ローカル関係の編成内容とそ

の変動
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４．マクロ経済学によるトレンド予測の限界と経済地理学の投喜
経済地理学会第４７回大会（駒浄大学）

情報技術革新にともなう企業活動の空間的変容

署本健二（大阪学院大学）

（１）マクロ経済学で指摘されるトレンド

.「取引＝スト」の激減と中間業者の排除、情報産業の「収穫爆発」と巨大セクタによる寡占

・自勤車産業のように「規模の経済」が大きい産業分野における「モジュール化」の進行

・オークション型取引による売り手の利益の極大化→「消費者余剰」の消滅

．ＩＴ技術への対応度合いに応じた所得格差（デジタルデパイド）の発生（以上、中谷，2000）

一以上のようなトレンド予測に対しては、疑問の余地が多い。
１．はじめに

（１）本報告の目的

ａ、地理学における情報技術と企業行動にかかわる研究の整理・視点の要約

ｂ・情報（通恒）技術の商度化を通じた企業活動の変容

ｃ・インターネット環境における社会・経済の変容と経済地理学の役割

（２）経済地理学の役割

.「ＩＴｊをブラックボックス化せず、実体経済の各局面において「情報技術の役割・もたらした変

化」と「空間・立地・産業ネットワーク」との関係を検証し、モデル化を試みる必要性。

（２）,情報技術＝ｌＴ,の革新

.＝ンピュータの丑的・質的な社会的浸透と通信回線の商度化が融合した概念
①各産業分野における空間距離が持つ意味の再検討

・空間距離は物流、高度なｶﾞｻﾞ報交換、インフォーマルな交流には超えがたい壁→それを必要としな

い業務との間の分断の拡大。

②コア・ビジネス群の「独立」傾向と立地指向性一特定の立地因子の影響力が強まる

・データベース化されたユーザー（需給接合)、人件費・政策（労働集約的業務)、リードタイムに

規定された規模の経済性（生産・流通)、「知」の集積と資本・アメニティ（イノベーション）

③嫌々な空間的スケールで発生する二極化

・従来の二極化の構造（中央一周辺、中核都市一地方都市、先進国一発展途上国）とは異なるスケ

ールで二極化が進行する。

④法制度・地域的規制の影響

・電子商取引と税制・独占禁止法、ハイテク産業と移民政策、ピジネスモデル特許厳ど゜

２．公衆回線専用回線期の情報技術と企業行回

（１）情報技術と企業活動一研究視点と対象一（荒井・箸本・中村・佐藤，１９９８をもとに）

①1960年以前（公衆回線サービスの地域差、プレＯＡ化）

・メディア産業の立地・通信回線整備の地域性・情報流動の指標化

②1960～1970年代（コミュニケーションメディアの多様化、大型コンピュータの導入）
・通信（ニューメディア）による対面接触の代替、オフィス立地の変容（郊外化）

③1980年代（ＯＡ化、専用回線化、＝ンピニータ･ネットワーク及びデータベースの普及）
･企業間提携、インタラクションースト、情報スキルと労働市場、テレワーク・サテライトオフィ
ス、情報財（情報サービス）産業、通僧インフラと国士政策

④1990年代前半（コンピュータの急速な社会浸透、インターネットの普及）
・個別産業の生産・供給体制、情報財産業のグローバル化、既存産業組織（取引構造）のリストラ
クチャリング、ＩＴ技術革新＝社会発展・産業モードの変化、都市栂造の変容

且一おわりに

＜1997年以降の参考文献＞

荒井良雄・薯本健二．中村広幸・佐藤英人「企業活動における情報技術利用の研究勘向｣，人文地理５０，１９９８年，

22-43頁。（1997年以前の文献は、本文献をご参照下さい）

園領二郎『オープン・アーキテクチャー戦略一ネットワーク時代の協働モデル－１ダイヤモンド社，1999,241頁。

中谷巌『ｅエーノミーの衝撃｣，東洋経済新報社，2000‘２１３頁。

林紘一郎『ネットワーキング-情報社会の経済学』ＮＴＴ出版，１９９８．２８８頁。

湯川抗「＝ンテンツ産業の発鰻と政策対応一シリコンアレー－｣，ＦＲＩ研究レポート４７．１９９９，４４頁。

Bryson，』．Ｒ・andDaniels，Ｐ．Ｗ､，CBusincssLink，strongtiesIBndthewallsofsilence：smallandmedium-sized

cnterprisesandexternalbusiness-serviceexpeTtisEn，aTrirolzm『⑥"ｒａ"ｄ虎ja""ｍｇＣ１６ｐｌ９９８，ｐｐ､265-280．

Christensen，Ｃ、Ⅱ.，乃ｅ幼U7o函2.Ｆ，ｓＤｊｊｅｍｍａ，PresidontandFe】lowsofHarvardCollege，1997.[伊豆原弓

訳「イノベーションのジレンマ｣，翔泳社，291頁。］

Giuliano，Ｇ､，.InformationTeChnology，WorkPaLLeTnsandlntrB-metropolitanLocation：ACaseSLudy,，雌65〃

Studj“３５，１９９８，pplO77-1O95･

Grahnm，Ｓ､，uGlobalGridsofG1ass：OnG1obalCities，TelecommunicationsandP1anetaryUrbanNetworks，i
LIr6anSfudIBs36，1999,pp929-949、

Keeble，、、ａｎｄＷilkinson，Ｆ､，‘CollectiveLearningandKnowledgeDevelopmentintheEvolutionDfRcgional

C1ustersofHighTechnologySME5inEuroPe・ﾛﾉﾜ海Ioj7u，ISrudjes33,1999,pp､295-303.

Kitchin，Ｒ、Ｍ､，‘TowardsgeograPhiesofcybcTspnce,DRrogressjnﾉﾘt烟ａｎ“｡97画p"22,1998,ｐｐ､385-406．

Scott，Ａ・恥‘TｈｅＣulturalEcono田ｙｏｆＣｉｔｉｅｓ,，功ｒｅｍａ[』｡""ノノbumロノ。FZAr6a〃ａｎゴノ題gJonEJﾉ7℃s箪確Ab

2LI997,ｐｐ､323-339.

Wheelc７．Ｊ、0.,Aoya皿a，Ｙ・andWarf，Ｂ,，ｅｄ．｡[Jｃｓｉ〃ﾋﾟﾙｅ７ＷｅｃＱｍｕ"jca[ＩＣ〃』ｇｅ，RoutledgQ2000，350p、

Zook，Ｍ、Ａ､，‘Thewebofproduction：t1IeeconomicgeographyofcommerciBllfuL巳Te$tcontentproducLi⑥ｎｉｎ
ｔｈｃＵｎｉｆｅｄＳｔＢｔｅ,，勘”、"四e"【ａｎｄ〃a肋ｍｇＡ３２02000,pp411-426．

（２）公衆回線・専用回線期の情報技術革新への評価

・対面接触の代替、情報交換時の時間短縮、通伯コストの削減、地域政策における産業基盤
・他方では対面接触の重要性、特定産業セクタの都市集中が指摘。

３．イン良一ネット琿墳の浸透と企業行動の変霊

（１）インターネットの技術的特性

・ネットワーク費用の低減、グローバル・ネットワークの実現、需給直結（情報探索コストの削減、
情報較差の縮小)、情報のマルチメディア化、インターフェースの標準化（ＨＴＭＬ）

（２）インターネット環境への評価（経済的側面を中心に）

・ドメイン分布、情報財産業の立地、テレワーク、労働市場、サイパースペース、南北問題など
→研究の視点は、インターネットと直接関係する産業分野に集中

（３）インターネット環境下における取引活動の方向性

ａ・取引のアドホック化・オークション化（専用回線とインターネットの般大の差異）
ｂ・買い手市場化とコストダウン圧カー情報ノードを中心とする産業再編（プラットフォームビジ
ネス、生産のモジュール化、間接部門の統合）

Ｃ・需給の直接的結合一「場」の重要性（コミュニティ・ビジネスの成長、ＣＶＳの配送拠点化）
。，見込み（投搬的）取引の注文生産（延期的）化一輸送コストを軸とする物流統合（ＳＣＭ）
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北島誓子
情報化時代における労働と空間の新たな関係：

職住接近型労働の地理学的課題 ｂ）職住分離肯定説

職住分離は、資本主義的生産様式の存立基盤（Feldman，1977）、消費領域の生産領域
からの「相対的独立」の根拠（Castells,1989）

職住接近型労働において雇用労働がいまだ大きなシェアを占め、また、生産過程と消
費過程とが区別されている事実一一〉職住分離否定説に対する反証

問題提起

●情報・通信技術の発達に伴う労働形態の変化－－〉労働と空間との関係の新たな展開：
職住接近型労働形態の登場

●職住接近型労働の定義と範購

職住接近型型労働：自宅内あるいは自宅近辺のオフィスでなされる労働
雇用形態：被雇用と自己雇用の双方

職種：製造業からホワイトカラー

２．労働過程と空間

●職住接近型労働における労働の統制

被雇用者の自己管理ｖｓ・雇用者による労働の統制

労働の統制の必要と、労働者の参加を縮小する必要との根底的緊張関係
●労働統制に関する二つの見解

ａ）柔軟な生産（専門化）の仮説：職人生産方式の復活が可能とされ、労働者の自律
的労働過程の発展を示唆（Sabcl,1982;1114;PioreandSabeL1984）。

ｂ）労働不熟練化仮説：資本主義のもとではテイラー主義に終わりはなく、労働者の
均質化、不熟練労働力の形成が進行。機械は数値制御を可能とし、組織的、訓練的手法に
代わる労働統制の新たな用具となる（Braveman,1974）。
●いくつかの検証

在宅雇用労働における、技術的手段を通じた労働統制の貫徹と強化。労働は専門化さ
れるわけでなく、自律性も限定的（AUenandWalkowitz,1187;AppelbaumandA1bin,1189）。

在宅労働は、オフィス労働を統制する一つの手段（AllenandWalkowitz1987；、/1
1985）。

３．産業の再編と労働の空間的分業

職住接近型労働は、小規模生産の空間的基礎となることで、柔軟な専門化仮説やポス
トフォード主義仮説の立場から主張される生産の脱中心化や技術的分業の終焉（脱分業
化）を導くのか、否か。

●生産／空間の再編と構想と実行の分離

生産過程の分解ならびに再編の過程で、構想機能と実行機能の二極分化の強化。
実行機能の分散化傾向と構想機能の集中傾向（Hyman,1988;Massey’1995）。
職住接近労働はこれらの生産の再編の一翼を担っており、とくに構想と実行との分

業過程の実行主体となっている（Mulray,1983;Mitter,1986）。
●職住接近型労働における階層関係の形成

職種的分業：テレコミューテイング労働者における専門職と単純作業に携わる低賃金
の事務職との二分化傾向（CasteI1s,1989ル

ジェンダー的分業：在宅労働は数量的な柔軟性をもつ労働力の重要な部分を占め、大
半が女性（Walby,1989）。また、小規模生産体制もジェンダー的階層秩序を基礎としてい
る（Solinas,1982）。

職住接近型労働の歴史的・今日的背景
歴史的背景

１）在宅労働主軸の産業発展

職住接近型労働の原形：１６，１７世紀英国における農村家族生産
１９世紀：衣料を中心とした都市産業発展に重要な役割

２）在宅労働の不可視化

２０世紀初頭以降の大量生産にもとづく工場生産、機械化にもとづく分業の発展につ
れて、在宅労働はマイナーな存在となった。
３）在宅労働の再登場

１９８０年代初期～：労働者の自律性を確保する柔軟な労働形態、また労務管理上雇
用者に都合のよい労働形態として注目され、増加する傾向。

今日的背景

今日の職住近接型労働の背景には、産業構造の転換、これに伴う生産システムと労働
市場の変化、ならびに社会的変化がある.

●産業構造の変化：情報技術の発展、産業のサービス化一〉オフィス労働の自動化と
事務職の絶対的減少

、

●生産方式の変化：生産の分散、外部受注、下請け化
●労働市場の変化：大量生産方式の後退---〉生産労働人口の減少、異なるタイプの

労働者に対する需要、柔軟なあるいは臨時的な労働形態の増加
●商品市場の変化：消費の多様化に対応した商品市場の登場
●社会的変化：階級構成の変化（生産労働者からなる中核的労働者階級の衰退、それ

に伴う臨時労働者や自己雇用者への代替）、女性の労働機会の増加

職住接近型労働形態が提起する地理学的諸課題
1.膳住分離と都市発展

職住接近型労働は、近代都市発展の分析基軸であった職住分離パラダイムに何を提起
するのか。

●職住分離に関する議論
ａ）職住分離否定説

職住接近型労働は、資本の支配の外におかれた自立的労働領域を可能とし（GoLz，
1982）、生産と消費との分離をのりこえる新たな労働形態たりうる（ToffIcT,1980）

結麓

職住接近労働は産業、生産、労働の再編の一翼を担うが、これらの過程はジェンダー
的分業をふくむ労働の階層化と分断を折り込むものである。職住接近労働は概して、構想
と実行の分業の実行主体であり、そこにおいて労働の統制も維持・強化されている。この
意味から、職住接近型労働は、生産の場と消費の場とを統合しうる新たな代替的労働形態
としてでなく、旧来型生産システムの労働形態に接合するものとして捉えうる。
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2000年度経済地理学会シンポジウム発表レジュメ（６月４日於：駒穰大学）

生産システムから学習システムへ－１９９０年代の欧米における工業地理学一
友濡和夫（広島大学）

。）学習の葱義

・学習とは知識を蓄積する過程，またそれを変換する過程

・知識経済の最も重要な過程であり，学習能力がイノベーション獲得や競争の要となる
（２）グローバル経済化

グローバル経済空間の２つの特性（Maruksen，1996）－sIipperyspaceとstickyplace
a）slipperyspace

・生産要素（input）はどこでも類似したコストで手に入る
・コード化された知鐡はグローバルに移転可能

ｂ）stickyplace

.「取引されない相互依存性untradedinterdependency」（Storpe｢，1995）
・暗黙知もそれが埋め込まれている社会的文脈を超えて移転することが困難
＝これを提供する場として地域（集積）は資本主譲発展に必要

（３）知識経済化・グローバル経済化と経済地理学の役割

ドラッカー（1993川「知識を富の製造過程の中心に据える経済理齢が必要とされている。そのよ
うな経済理護のみが，今日の経済を説明し，経済成長を説明し，イノベーションを説明すること
ができる｣⑩303）￣

１目的

３学習研究の系譜
５学習地域識

７まとめ

２知識経済と学習

４ローカルミーリュウ論
６集団的学習過程の実証

１目的

近年の欧米における工業地理学研究は，工業の再集菰をテーマとしたものが中心となっている。こ
の工業の再集積というテーマの高揚は，１９８０年代後半から盛んになった「フレキシビリティ」を概
念装邇とするアプローチ（ポスト・フォード主義的研究）の中で，その地理的発現形態として集積に
関心が集まったことに関係している。

その文脈においては，単純には，市場の不安定性や不確実性などに対応するために，専門的な生産
に特化する小規模企業間のネットワークが産業景観において支配的となり，相互の取引コストを減じ
るために集積形態が生まれると説明された。しかし，この説明には理論的な問題と併せて，実証面に
おいても適切な事例に乏しく，また反証もがあることが報告され。フレキシブルな生産システムやフ
レキシブルな専門化のみを分析軸として集積を論じるには無理が多いことが明らかになってきた。
１９９０年代半ば以降になっても集穣への関心は高く多くの研究が蓄積されており，かつ集積の形成
や成長の説明には様々な立場があるものの一定の方向性が示されている。すなわち，投入一産山にか
かわるリンケージの畿短化の観点から近接すること（すなわち巣積すること）の優位性を論じるもの
ばかりでなく，知識。イノベーションおよび学習の意義，歴史性，風土など通常の取引にのらない地
域に固覇する要素を重視したアプローチがなされている点が特徴である（Malmberg，１９９６；1997)。
また，これらの研究は，近年科学全般で盛んになっている「複雑系（cDmplcxsys[ems)」の視点を

背景に持っていることも特徴であろう。

本発表は，１９９０年代の工業地理学の特徴を，①産業集積を最大の関心事とすること，②それを把
握する分析軸が従来の投入一産出関係，生産工程のような生産システムを主としたものから，知識や
イノベーションの役割およびその創出過程を重視したいわば「学習」システムの視点を持ったものに
変化していること，と捉え，それらの研究動向を把握することを目的とする。

３学習研究の系譜

（１）（カリフォルニア学派）

・ＵＣＬＡのScotLStorperおよび彼らの弟子が中心

・１９９０年代前半まではフレキシブルな専門化を理論軸とする生産システム鵠を展開（要旨集）
・近年関係鎧的な方向へ，とくにStorper
（２）ローカルミーリュウ護

・イノベーションミーリュウに関するヨーロッパ研究グループ（ＧＲＥＭＩ；CroupdeReChErChe
Europ白ensurlesMilieuxlnnovatelm君）

・イタリアのボッコニ大学Camagniを代表とする欧州の研究者グループ
・Camagnied．（1991）：jnnov日tjmnetwoJksFspa噸ﾉper国pec灯vごs,BelhavenPress
・現在の「空間発展」のための新しいパラダイムを，イノベーション行動のジェネレーターとして
のローカルな「ミーリュウmllieu」を概念装題として明らかにする

（３）学習地域詮

・国家のイノベーションシステムの概念を地域レベルに応用し，知識やイノベーション創造におけ
る域内のインフラストラクチャーの役割を重視したアプローチを展開

・概念的には，Florida(1995〕，Asheim(1996)が展開
（４）ＴＳＥＲネットワーク

．「地域的に集瀕したハイテク中小企業のネットワーク，集団的学習および研究・技術開発」を共
通テーマとした研究ネットワーク

・ケンブリッジ大学のKeebleを代表とする欧州の研究者

.Ｒ巳圏jOnaﾉStudlBs,33-4(1999)が特集号となっているほか,ambr1dgご"umEIjofE℃onomjCs，
２３－２（1999）の「学習，近接性および産業のパフォーマンス」に関する特集号にも関係者が寄
稿している

・Ｉａｗｓｏｎ＆Ｌｏ1℃､Ｚ（1999）による理鵠的な内容もあるが，実証的内容が中心

２知識経済と学習

（１）資本主義の知鐡経済化

ａ）生産における知的投資の増加
ｂ）資源としての知識

・ドラッカー（1993）；「｢生産手段」は，もはや，資本でも，天然資源でも，「労働」でもない。
それは知識となる」（ｐ32）

ｃ）知識の種類と特性

①コード化された（codified）知識；形式的・鵠理的言語によって容易に移転できる知識
②暗黙の（tacit）知識；それが埋め込まれている文脈を超えて移転するのが困難な知識

tacitknowledge→codifiedlmowledge→tacitknowledge・・・・（図）
このような知識変換のスパイラルが，継続的なイノベーションのスパイラル

③知職は使用により減少しない，むしろ知識を用いることによって，行為者は新しい知識を発展
させることになり，彼らに競争優位を付与する

４ローカルミーリュウ瞼

（１）方法錆的特性

ａ）新古典派経済理論から脱却し，進化鰭的なアプローチを採用

２ Ｉ
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５学習地域篭

（１）方法識的特性

ａ）国家のイノベーション概念の応用（Freeman,1995）

・Ｕｓｔ（1841Ｊ：menatiDnalSysremofPoliticajcConomy

・Ｐｂｒｔｅｒ（1990）の「ダイヤモンドモデル」

－これらの概念を地域に応用する

ｂ）ローカルミーリュウ論に較べると，

・インフラストラクチャーを重視

・制度的密度mstitutionalthicknessを重視

（２）学習地域の特性

・Florida（1995）知識やアイディアの貯蔵庫として機能し，それらのフローを促進する環境や
インフラを提供する｡イノベーションや経済成長の重要なソースとなる（表）

・Asheim（1996）「産業地区」に内発的な技術能力・イノベーション能力が備わった形態を学
習地域とみ．中小規模企業の集団的学習能力を重視した論を展開

（３）知識インフラ

大学，研究・教育機関そして企業のＲ＆Ｄ，それらが互いに協力し学び合う能力

ａ）Keane＆A1Uson（1999）オーストラリアにおける大学の地域発展への貢献
①伝統的利益（人ロ成長，住宅需要，雇用機会，スピンオフ）
②知織や学習活動の重要なソース

③基礎的知識インフラの提供

ｂ）Ｆｄｄｍａｎ＆Florida（1994）

イノベーション（製品イノベーション）は，よく発展した技術的インフラ（関連産業，大学の
Ｒ＆Ｄ，産業Ｒ＆Ｄ，ビジネスサービス企業）を所有する場所に集中するという仮説を米国にお
いてテストし，検証した

（４）制度的な密度．

企業，金駐機関，ローカルな商業会，訓練所，貿易協会，地方自治体，開発公社，イノベーショ
ンセンター．組合，政府機関，士地やインフラ，ビジネスサービス組織，マーケティングボー
ドなどを含めたサポート組織や制度の網

密度とはそのような制度の存在だけでなく，それらの相互作用，集団的代表性，共通目的のシナ
ジーを含む

→信頼関係を養い，企業家鯖神を刺激し，産業のローカルな埋め込みを強化するので経済発展に明
確な影響を与える

（５）政策指向性

とくに，ＥＵでは地域発展の手段として地域的なイノベーション戦略計画を指向
Maskell＆TiimqVist（1999）；学習地域としての②resundを鑓じる中で，物的インフラや制度
的インフラの構築を重要視

（６）学習地域讃の評価

ａ）グローバル経済化と新保守主義政策の下で台頭してきた新しい地域の発展戦略論の傾向が強い
ｂ）実証研究が充分に伴っていない

ｂ）ローカルミーリユウを複雑系とみて，その機能を２つに大別
①ポジティブ→集団的学習磯能

ローカルな創造性，製品イノベーション能力，技術的創造力を高める
②ネガティブ→不確実性低下機能

技術発展やイノベーションの過程に木来的な不確実性を低下させる
＝Camagniは②の不確実性低下機能に着目し立麓

（２）５つの不確実性とそれへの対応（表）

①インフォメーションギャップ→探査（search）機能

②アセスメントギャップ→ふるい分け（screening）機能，シグナル（signalling）機能
③コンビタンスギヤヅプ→外部情報の翻訳（transcoding）機能
④コンピタンスーディシジョンギャップ→選択（selection）機能
⑤コントロールギャップ→コントロール（control）機能

（３）企業とローカルミーリュウ

ａ）完全構報下における企業とその興塊（図）

ｂ）現実世界における企業とその環境（図）

・不確実性を減じるためのオペレーターあるいは制度が必要

・ローカルミーリュウは，その最も重要なオペレーターの１つ

ｃ）ミーリュウの不確実性低下機能（図）

－ミーリュウは,ローカルアクターの機能や情報の相互作用を暗黙に組織し，ＳＳＳＴＴＣ機能(探

査，シグナル，選択，翻訳，変換，コントロール）を遂行することによって。企業のＩＭＩ的，動的
な不確実性の程度を減じる集団的なオペレーターと定轆される

。）ミーリュウが機能する前提

・人的資源のローカルな存在

・ローカルアクター間のインフォーマルなネットワーク

・共通の文化的，心理的，そして政治的な背景

一心理的文化的類似性，個人間の接触や協力の頻度，ローカルな地域内でのモピリティ

（４）ローカルミーリュウとネットワーク

ａ）不確実性を低下するオペレーターとしてのミーリュウの機能には限界がある

・ローカル資源の枯渇，調整問題の増加，規模の不経済，環境問題

・経済の周期的な変化に対して脆弱

ｂ）外部とのイノベーションネットワークの必要性（図）

・外的エネルギーやノウハウの注入

・協働空間としてのミーリュウに，協力空間としての外部ネットワークを加えることで持続的な

発展が可能となる

（５）ローカルミーリュウ識の評価

ａ）ローカルな学習およびイノベーション過程の研究の礎となる

ｂ）複雑系概念を取り入れ，産業地域を関係的な側匝から捉えようとしている（Grancy，1998）

ｃ）ミーリュウの不確実性低下機能が具体的にはどのような形となるか不明瞭

。）ミーリュウがイノベーションを促進するロジックを確定していない。言い換えると，ミーリュ

ウだからイノベーションは生じる，ミーリュウはイノベーションがある地域に存在するものであ

るというロジックにとどまっている（Storpero1995）

ｅ）実証研究が伴っていない

６集団的学習過程の実証一ＴＳＥＲネットワーク

RegfonajStudlEs,３３－４（1999）の特典号

（１）目的（Keeble＆Wilkinson，1999）

欧州のハイテク中小企業（従業員数２５０人未満のオーナー企業）集鞍地域において，それらの

イノペーション活動や知織発展における「地域的集団的学習」を評価する

４３
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労働市場における高度に熟練したワーカーのフロー
ｂ）スピンオフ状態

ｃ）ＳＭＥのネットワーク状態

を実際に調査し，そのデータに基づいて集団的学習を議論する
（３）対象地域

ケンブリッジ，グルノープルソフイアーアンチポリス，ミュンヘン．オランダ，イタリア（ピ
サ，ピアチエンツア，北東ミラノハイェーテボリ，ヘルシンキ，バルセロナ

（４）実証の内容

ａ）Keebleほか（1999）－ケンブリッジ

ケンブリッジ大学が集団的学習の前提条件を与え，そこからのアカデミックなスピンオフと卒
業者のリンケージが重要であり，さらに域外との技術的ネットワークが地域的集団学習を補完
していることを論証

ｂ）Capello（1999）－イタリア

事例企業の５％がミーリュウの機能を活用したタイプに類型され，８５％は「産業地区」タイプに
類型されることを示した

（５）評価

（２）の方法で示されている事項は，工業地理学の調査項目として特に新しい内容ではない。ス
ご

ピンオフや労働力のモピリティの実態を示すことで．地域的な学習過程が示されたことに変え
られている．これは，学習がなされるための，あるいはそれが容易にできる条件や環境が論じ
られている状態であるともいえる。斯学においても，野中・竹内が示すような知識やイノベー

ションが創造される過程，つまり暗黙知→形式知→暗黙知･…となる過程そのものが地域的な
文脈の中で提示される必要があるのではなかろうか。

７まとめ－ローカルミーリュウ（・学習地域）の位置づけ（図）
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